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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期連結

累計期間
第16期

会計期間
自2021年３月１日
至2021年11月30日

自2022年３月１日
至2022年11月30日

自2021年３月１日
至2022年２月28日

営業収益 （百万円） 342,104 357,064 444,750

経常利益 （百万円） 25,952 25,183 30,317

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 17,462 15,623 18,809

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 15,298 15,922 16,687

純資産額 （百万円） 239,196 246,150 240,735

総資産額 （百万円） 459,849 532,665 449,151

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 116.94 106.91 126.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.0 46.2 53.6

 

回次
第16期

第３四半期連結
会計期間

第17期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2021年９月１日
至2021年11月30日

自2022年９月１日
至2022年11月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 26.70 24.14

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首
から適用しており、当第３四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準を適用した
後の指標等になっております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針
の変更）」に記載のとおりであります。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、ホームセンター事業における関係会社の異動は下記のとおりです。

 
　当社は、2022年３月24日付でエクスプライス株式会社の株式を取得したため、同社及びその子会社１社を連結子会
社としております。みなし取得日は2022年５月31日としております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

新型コロナウイルス感染症による事業への影響については、引き続き今後の状況を注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの影響による経済活動の制限が緩和され

る一方、オミクロン株や新たな変異ウイルスの発生による感染者増加の懸念、エネルギー価格や原材料価格の高

騰、円安の進行など依然として先行きの不透明感が高まっております。

小売業界におきましては、エネルギー価格や原材料価格の上昇と円安による販売価格の上昇などによる節約志向

の高まりなど、個人消費の回復には時間を要するものと思われます。また、業態を超えた販売競争もあり、引き続

き厳しい経営環境にあります。

販売面においては、新型コロナウイルス対策及び在宅勤務拡大による需要の反動減、天候不順などの影響により

厳しい状況となりましたが、ガーデニング需要拡大は継続しております。ＤＣＭブランド商品につきましては、原

材料価格の上昇と円安による仕入価格の上昇、物流コスト上昇などの影響を受けておりますが、環境に配慮した商

品開発・販促強化などに取り組んだ効果もあり、好調に売上を伸ばしつつ、売上高構成比率も引き上げることがで

きました。

当社グループの新規出店については11店舗、退店については４店舗を実施しました。これにより、当第３四半期

連結会計期間末日現在の店舗数は676店舗となりました。

また、2022年３月24日付でエクスプライス株式会社の株式を100％取得し完全子会社といたしました。みなし取

得日を2022年５月31日としているため、第２四半期連結会計期間の期首より、エクスプライス株式会社の業績を含

めております。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は3,570億６千４百万円、営業利益は251億９百万円（前年

同期比96.7％）、経常利益は251億８千３百万円（前年同期比97.0％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は156

億２千３百万円（前年同期比89.5％）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」の適用により、当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価はそれぞ

れ8,622百万円減少しております。営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。詳

細は「２ 四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変更）」に

記載のとおりであります。

（注）第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用してお

ります。営業収益の対前年同期比については、比較情報が無いため記載をしておりません。

 

（主要商品部門別の状況）

①　園芸部門

天候不順の影響を受けましたが、ガーデニング需要は継続しており、肥料・用土や除草剤などが好調に推移しま

した。また、積雪の備えとして除雪機や除雪用品も好調でした。その結果、売上高は554億２百万円（前年同期比

99.0％）となりました。

②　ホームインプルーブメント部門

作業用品については、空調服などの作業衣料や安全用品が好調に推移しました。ＤＩＹ関連商品については、新

規展開の投光器や販売を強化しているモバイルバッテリー、プロ向けの商品は好調に推移しているものの、金物や

塗料関連商品は低調でした。その結果、売上高は722億８千５百万円（前年同期比98.0％）となりました。

③　ホームレジャー・ペット部門

行動制限の解除によってオイルや補給剤などのカー用品は好調に推移しました。レジャー用品については前期の

反動減はありましたが、９月以降は秋冬キャンプの需要でアウトドア用品が好調でした。その結果、売上高は491

億３千８百万円（前年同期比98.2％）となりました。

④　ハウスキーピング部門

マスクやアルコール除菌関連商品の需要低下、値上げによる節約志向の高まりにより、ハウスキーピング部門全

体で低調でした。ＤＣＭブランド商品については、環境配慮型商品として開発したコピー用紙などが好調に推移し

ました。その結果、売上高は725億８千１百万円（前年同期比94.9％）となりました。

 

⑤　ホームファニシング部門
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電気代高騰による節約志向の高まりによって断熱カーテンなどは好調に推移しましたが、ビジネスチェアやデス

クなど在宅勤務関連商品の需要の反動減により、ホームファニシング部門全体で低調でした。その結果、売上高は

175億１百万円（前年同期比91.9％）となりました。

⑥　ホームエレクトロニクス部門

物置や収納庫などのエクステリア用品、温水洗浄便座などの住設機器は好調でした。家庭電器や冷暖房用品につ

いては、節電や省エネ対策商品は好調でしたが、気温が高かったことも影響して冬物用品が低調でした。その結

果、売上高は326億４千０百万円（前年同期比96.6％）となりました。

（注）第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用してお

ります。対前年同期比については、会計基準の適用の影響額が少ないため実績値で比較しております。

 

（財政状態）

　当第３四半期連結会計期間末における資産残高は、長期借入の実行による現金及び預金増加、エクスプライス株

式会社の連結子会社化などから、資産合計は前連結会計年度末に比較して835億１千３百万円増加し、5,326億６千

５百万円となりました。

　負債残高は、長期借入の実行による借入の増加、エクスプライス株式会社の連結子会社化などから、負債合計は

前連結会計年度末に比較して780億９千８百万円増加し、2,865億１千４百万円となりました。

　純資産残高は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による増加の一方、配当金支払いによる減少などか

ら、純資産合計は前連結会計年度末に比較して54億１千５百万円増加し、2,461億５千０百万円となりました。

 

（2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更及び新たに定めたもの

はありません。

 

（3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 

（4）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】
　当社は、2022年２月10日開催の取締役会において、エクスプライス株式会社の全株式を取得することについて決議
し、同日付で株式譲渡契約を締結しました。2022年３月24日付で対象会社の全株式を取得しております。本株式取得
に伴いエクスプライス株式会社は当社の連結子会社となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株)
　　（2022年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年１月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 157,000,000 157,000,000
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 157,000,000 157,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2022年９月１日～

2022年11月30日
－ 157,000 － 19,973 － 131,277

 

（５）【大株主の状況】

　 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年８月31日）に基づく株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

    2022年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,665,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 148,963,500 1,489,635 －

単元未満株式 普通株式 370,800 － －

発行済株式総数  157,000,000 － －

総株主の議決権  － 1,489,635 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」、「株式付与ＥＳＯＰ信託

口」および「従業員持株ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式は含まれておりません。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13

個）及び株主名簿上は当社子会社名義になっておりますが実質的に保有していない株式が600株（議

決権の数６個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

ＤＣＭホールディング

ス㈱

東京都品川区南大井

六丁目22番７号
7,665,700 － 7,665,700 4.88

計 － 7,665,700 － 7,665,700 4.88

（注）「役員報酬ＢＩＰ信託口」、「株式付与ＥＳＯＰ信託口」および「従業員持株ＥＳＯＰ信託口」が所有す

る当社株式は、上記自己保有株式に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年９月１日から2022

年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年３月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 44,126 60,261

受取手形及び売掛金 14,211 24,558

リース投資資産 1,234 1,193

商品 106,001 125,279

その他 9,483 17,766

貸倒引当金 － △2

流動資産合計 175,057 229,056

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 232,382 236,498

減価償却累計額 △141,310 △144,582

建物及び構築物（純額） 91,072 91,915

土地 82,394 82,392

リース資産 21,046 21,299

減価償却累計額 △7,615 △8,665

リース資産（純額） 13,430 12,634

建設仮勘定 2,153 1,707

その他 42,122 43,439

減価償却累計額 △34,929 △35,891

その他（純額） 7,193 7,548

有形固定資産合計 196,243 196,198

無形固定資産   

のれん 488 20,690

借地権 6,135 6,140

ソフトウエア 6,656 7,371

その他 25 23

無形固定資産合計 13,306 34,226

投資その他の資産   

投資有価証券 23,677 32,421

敷金及び保証金 36,634 36,438

繰延税金資産 2,039 2,456

長期前払費用 1,647 1,360

その他 599 570

貸倒引当金 △54 △62

投資その他の資産合計 64,542 73,183

固定資産合計 274,093 303,608

資産合計 449,151 532,665
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 22,816 32,481

電子記録債務 25,388 28,500

短期借入金 － 10,000

１年内返済予定の長期借入金 30,111 6,992

リース債務 906 1,867

未払法人税等 2,077 5,020

賞与引当金 2,043 2,500

契約負債 － 5,468

ポイント引当金 3,203 －

その他 13,563 13,799

流動負債合計 100,109 106,631

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 73,767 147,000

リース債務 14,753 13,144

繰延税金負債 277 359

再評価に係る繰延税金負債 167 167

役員株式給付引当金 71 107

株式給付引当金 － 107

資産除去債務 2,173 2,228

長期預り金 4,757 4,648

その他 2,337 2,118

固定負債合計 108,306 179,883

負債合計 208,416 286,514

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,973 19,973

資本剰余金 55,051 54,075

利益剰余金 178,254 182,866

自己株式 △15,692 △14,212

株主資本合計 237,586 242,702

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,076 5,445

繰延ヘッジ損益 9 △65

土地再評価差額金 △1,955 △1,955

退職給付に係る調整累計額 17 22

その他の包括利益累計額合計 3,148 3,447

純資産合計 240,735 246,150

負債純資産合計 449,151 532,665
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年３月１日
　至　2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年11月30日)

売上高 336,818 351,744

売上原価 223,574 233,803

売上総利益 113,243 117,941

営業収入   

不動産賃貸収入 5,286 5,319

営業総利益 118,529 123,260

販売費及び一般管理費 92,562 98,151

営業利益 25,967 25,109

営業外収益   

受取利息 95 80

受取配当金 238 230

為替差益 232 560

持分法による投資利益 688 616

その他 265 185

営業外収益合計 1,520 1,674

営業外費用   

支払利息 1,444 1,539

その他 90 60

営業外費用合計 1,535 1,600

経常利益 25,952 25,183

特別利益   

固定資産売却益 41 1

国庫補助金 630 －

投資有価証券売却益 － 332

その他 － 74

特別利益合計 672 408

特別損失   

固定資産除売却損 300 473

減損損失 － 113

投資有価証券評価損 77 －

投資有価証券売却損 － 5

固定資産圧縮損 614 －

災害による損失 120 263

店舗閉鎖損失 － 162

賃貸借契約解約損 121 1

その他 3 64

特別損失合計 1,237 1,084

税金等調整前四半期純利益 25,387 24,506

法人税、住民税及び事業税 6,537 9,060

法人税等調整額 1,387 △177

法人税等合計 7,924 8,882

四半期純利益 17,462 15,623

親会社株主に帰属する四半期純利益 17,462 15,623
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年３月１日
　至　2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年11月30日)

四半期純利益 17,462 15,623

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,733 178

繰延ヘッジ損益 △5 △74

土地再評価差額金 △20 －

持分法適用会社に対する持分相当額 △404 195

その他の包括利益合計 △2,163 299

四半期包括利益 15,298 15,922

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 15,298 15,922

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

第１四半期連結会計期間より、株式の取得によりエクスプライス株式会社及びその他子会社１社を連結の範囲に

含めております。

みなし取得日が2022年５月31日のため、第１四半期連結会計期間は貸借対照表のみ連結し、当第３四半期連結累

計期間においては対象会社の2022年４月１日から2022年９月30日の期間の業績を連結損益計算書に含めて表記し

ております。

 

（会計方針の変更）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

 

代理人取引に係る収益認識

　テナント及び催事等の消化仕入に係る収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しており

ましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、総額から仕入先に対す

る支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。

　この結果、従前の会計処理と比較して、当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価は8,622百万円減少し

ておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益には影響はありません。また、利益剰余金期首

残高に与える影響はありません。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「ポイント引当金」及び「その他」に含めていた前受金は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」として表示

することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に

ついて新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる四半期連結財務諸表への影響はあ

りません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次のと

おりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年３月１日
至　2021年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年３月１日
至　2022年11月30日）

減価償却費 9,295百万円 9,354百万円

のれん償却額 194 663

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年３月１日　至　2021年11月30日）

　１．配当に関する事項

　配当金支払額

 

 （決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月27日

定時株主総会
普通株式 (注1) 2,450 16.0 2021年２月28日 2021年５月28日 利益剰余金

2021年９月29日

取締役会
普通株式 (注2) 2,389 16.0 2021年８月31日 2021年11月１日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれて

おります。

２．配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれて

おります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年11月30日）

　１．配当に関する事項

　配当金支払額

 

 （決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月26日

定時株主総会
普通株式 (注1) 2,538 17.0 2022年２月28日 2022年５月27日 利益剰余金

2022年９月29日

取締役会
普通株式 (注2) 2,986 20.0 2022年８月31日 2022年11月１日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金４百万円および「従

業員持株ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれております。

２．配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金５百万円、「株式付

与ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金52百万円および「従業員持株ＥＳＯＰ信託口」

が所有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。

 

　２．株主資本の著しい変動

　当社は、2022年４月12日開催の取締役会決議に基づき、2022年４月28日付で、自己株式6,103,943株の消却

を実施しております。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金975百万円、利益剰余金5,486

百万円、自己株式6,462百万円がそれぞれ減少しております。

　また、同日開催の取締役会決議に基づき、経営幹部社員に対するインセンティブプラン交付の為の株式を、

当第３四半期連結累計期間において市場より取得しております。この結果、当第３四半期連結累計期間におい

て自己株式が2,788百万円増加しております。

　当社は、2022年９月29日開催の取締役会決議に基づき、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

及び株主還元の一環として自己株式の取得を実施いたしております。この結果、当第３四半期連結累計期間に

おいて、自己株式が2,539百万円増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年３月１日　至　2021年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

 

報告セグメント
その他　
（注）1

合計
調整額　
（注）２

四半期連結財
務諸表計上
額　　（注）

３
ホームセン
ター事業

エクスプライ
ス事業

営業収益       

外部顧客への売上高 341,911 － 192 342,104 － 342,104

セグメント間の内部

売上高又は振替高
163 － 18,055 18,219 △18,219 －

計 342,075 － 18,248 360,324 △18,219 342,104

セグメント利益 25,845 － 17,190 43,035 △17,068 25,967

（注）１．その他は、ＤＣＭホールディングス㈱及び㈱マイボフェローズにおける取引等です。

２．セグメント利益の調整額△17,068百万円は、セグメント間取引消去△17,068百万円、その他０百万

円であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

 

報告セグメント
その他　
（注）1

合計
調整額　
（注）２

四半期連結財
務諸表計上
額　　（注）

３
ホームセン
ター事業

エクスプライ
ス事業

営業収益       

外部顧客への売上高 325,764 31,055 244 357,064 － 357,064

セグメント間の内部

売上高又は振替高
188 － 46,310 46,499 △46,499 －

計 325,952 31,055 46,555 403,563 △46,499 357,064

セグメント利益 25,351 △362 45,717 70,706 △45,597 25,109

（注）１．その他は、ＤＣＭホールディングス㈱及び㈱マイボフェローズにおける取引等です。

２．セグメント利益の調整額△45,597百万円は、セグメント間取引消去△45,233百万円、のれん償却額

△272百万円、その他△91百万円であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　ホームセンター事業セグメントにおいて、店舗閉店の意思決定をしたため、当第３四半期連結累計期

間において減損損失113百万円を計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）
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　2022年３月24日にエクスプライス㈱の株式を取得し連結の範囲に含めたことに伴い、当第３四半期連結累

計期間においてのれんが20,343百万円増加しております。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは従来、ホームセンター事業の単一セグメントとしてまいりましたが、当第２四半期連結会
計期間より株式を取得し子会社化したエクスプライス㈱を連結の範囲に含めたことにより、報告セグメント
として記載する方法に変更いたしました。
　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載し
ております。

 
 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年11月30日）

（単位：百万円）

事業部門
報告セグメント

その他
（注）１

合計ホームセンター
事業

エクスプライス
事業

園芸 55,402 － － 55,402

ホームインプルーブメント 72,285 － － 72,285

ホームレジャー・ペット 49,138 － － 49,138

ハウスキーピング 72,581 － － 72,581

ホームファニシング 17,501 － － 17,501

ホームエレクトロニクス 32,640 － － 32,640

その他 10,835 31,055 － 41,891

商品供給高他 10,058 － 244 10,303

顧客との契約から生じる収益 320,444 31,055 244 351,744

その他の収益（注）２ 5,319 － － 5,319

外部顧客への営業収益 325,764 31,055 244 357,064

（注）１．その他は、ＤＣＭホールディングス㈱及び㈱マイボフェローズにおける取引等です。

２．その他の収益は、主として不動産の賃貸収入によるものです。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年３月１日
至　2021年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年３月１日
至　2022年11月30日）

　　１株当たり四半期純利益 116円94銭 106円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
17,462 15,623

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
17,462 15,623

普通株式の期中平均株式数（千株） 149,330 146,141

（注）　前第３四半期連結累計期間につきましては、「取締役に対する業績連動型株式報酬制度」及び「従業員持株ＥＳ
ＯＰ信託」を導入しております。株主資本において自己株式として計上されている「役員報酬ＢＩＰ信託口」及び
「従業員持株ＥＳＯＰ信託口」所有の当社株式数は、「１株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計
算において控除する自己株式に含めております。（前第３四半期連結累計期間 役員報酬ＢＩＰ信託口264千株 従業
員持株ＥＳＯＰ信託口154千株）
　当第３四半期連結累計期間につきましては、「取締役に対する業績連動型株式報酬制度」、「経営幹部に対する
インセンティブプラン」及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。株主資本において自己株式として
計上されている「役員報酬ＢＩＰ信託口」、「株式付与ＥＳＯＰ信託口」及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託口」所有
の当社株式数は、「１株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております。（当第３四半期連結累計期間 役員報酬ＢＩＰ信託口261千株 株式付与ＥＳＯＰ信託口1,931千株 従業
員持株ＥＳＯＰ信託口722千株）

 

２【その他】

　2022年９月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2,986百万円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・2022年11月１日

　（注）2022年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2023年１月５日

ＤＣＭホールディングス株式会社  
 

 取締役会　御中  

 

 
有限責任監査法人トーマツ

東京事務所
 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 京　嶋　清兵衛

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　井　淳　一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 越　後　大　志

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＣＭホールディ

ングス株式会社の2022年3月1日から2023年2月28日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2022年9月1日から2022

年11月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（2022年3月1日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＤＣＭホールディングス株式会社及び連結子会社の2022年11月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー

報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財

務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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